
 

平成２１年度決算健全化判断比率等について 

 

１ 概  要 

 

 健全化判断比率は、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」の施行に伴

い、毎年度「実質赤字比率」、「連結実質赤字比率」、「実質公債費比率」、「将来

負担比率」の４つの指標を算定し、監査委員の審査に付した上で議会に報告し、

公表することとされています。 

 これらの指標をもとに、地方公共団体を「健全段階」、「早期健全化段階」、「再

生段階」に区分して、早期健全化段階では、議会の議決を経て財政健全化計画

を定め、再生段階では、議会の議決と国等の協議を経て財政再生計画を定める

ことが義務付けられています。また、財政再生団体となった場合には、地方債

の発行が制限されます。 

 また、資金不足比率は、公営企業ごとに算定を行い、健全化判断比率と同様

に、早期健全化基準を超えた場合は、早期健全化計画の策定等が義務付けられ

ています。 

 本市の 21 年度決算における各指標は、早期健全化基準を超えるものはなく、

「健全段階」ですが、一般会計、下水道事業会計、病院事業会計（伊那中央行

政組合）などで地方債の残高が多く、実質公債費比率や将来負担比率が高くな

っています。両指標とも 21 年度は前年度を下回って、改善傾向が続いており、

今後も地方債の償還は徐々に減少していく見込みですが、指標の改善を図り、

より健全な財政運営を行うためには、新規の地方債発行の抑制、繰上償還の推

進、基金の積み立てなどに重点的に取り組んでいく必要があります。 



２ 伊那市の指標及び説明 

（単位：％） 

指標名 伊那市 
早期健全化

基   準 

財政再生 

基  準 
指標の説明 

 健全化判断比率 

実質赤字比率 － 12.50 20.00 

 一般会計等を対象とし

た実質赤字の標準財政規

模に対する比率 

連 結 実 質 

赤 字 比 率 
－ 17.50 40.00 

 全会計を対象とした実

質赤字（又は資金不足額）

の標準財政規模に対する

比率 

実質 公債 費 

比 率 
19.0 25.0 35.0 

 一般会計等が負担する

元利償還金及び準元利償

還金（公営企業、一部事務

組合への支出のうち公債

費相当分）の標準財政規模

に対する比率 

将来負担比率 162.2 350.0 

 
 一般会計等が将来負担

すべき実質的な負債の標

準財政規模に対する比率 

資金不足比率 

簡易水道事業 

特 別 会 計 
－ 20.0 

上 水 道 

事 業 会 計 
－ 20.0 

下 水 道 

事 業 会 計 
－ 20.0 

自動 車運 送 

事 業 会 計 
－ 20.0 

 

 資金の不足額の事業規

模に対する比率 

 資金の不足額は、一般会

計等の実質赤字額に相当

するものとして公営企業

ごとに算定した額であり、

事業の規模は、料金収入な

ど主たる営業活動から生

じる収益等に相当する額 

 

 



実質公債費比率
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健全化判断比率の推移

実質公債費比率（３年平均）がこのライン（18.0）を超えると、起債に県知事の許可が必要

　　　　　（公表数値　114.2）

実質公債費比率（３年平均）

実質公債費比率（単年度）

（注）
　将来負担比率は、H19年度から算出が制度化されました。

　H19年度の将来負担比率は「114.2」として発表しましたが、H20年度分の
算出の際に、この算出方法を一部変更しました。

　この表では比較のため、H19年度分の将来負担比率を、H20年度と同一

の算出方法で試算した数値としています。

 



市町村名

１　財政規模

4,158,014 15,241,539

3,913,853 15,396,629

3,894,661 15,986,953

２　実質公債費比率

14.4 6.4 1.5 2.9 2.0 0.0

13.3 5.6 2.0 1.6 2.0 0.0

12.1 5.4 2.2 1.5 1.7 0.0

13.3 5.8 1.9 2.0 1.9 0.0

３　公債費の状況

4,158,014 3,170,210 4,830,529 2,637,660 2,192,869 2,497,695 1,520,354 977,341

3,913,853 2,911,901 4,544,668 2,489,284 2,055,384 2,281,086 1,424,569 856,517

3,894,661 2,805,465 4,377,615 2,437,514 1,940,101 2,322,511 1,457,147 865,36421年度 6,700,126

19年度 7,328,224

20年度 6,825,754

元 利 償 還 金に
係る実負担

準元利償還金
準 元 利 償 還金
に 係 る 算 入公
債費

準 元 利 償 還金
に係る実負担

年度

地方債の償還等に要した経費
内訳

元利償還金 準元利償還金

償還金等の総額 算入公債費 実負担 元利償還金
元 利 償 還 金に
係 る 算 入 公債
費

21年度 17.5

平均 19.0

19年度 20.8

20年度 18.9

実 質 公 債 費比
率 の う ち 元利
償 還 金 に 係る
率

実 質 公 債 費比
率 の う ち 準元
利 償 還 金 に係
る率

実質公債費比率のうち準元利償還金に係る率の内訳

公 営 企 業 等繰
出金等

一 部 事 務 組合
負担金等

債務負担行為
一 時 借 入 金利
子

21年度 19,881,614

年度 実質公債費比率

19年度 19,399,553

20年度 19,310,482

実質公債費比率に関する調書（総括表）

伊那市

年度
標準税収入額等
の計

算 入 公 債 費
（ 交 付 税 措置
額）

算 入 公 債 費を
除 い た 標 準税
収入額等



Ver.21.01
団体名

将来負担額
（単位：千円）

地方道路公社 土地開発公社 第三セクター等

36,289,235 980,059 33,120,983 9,842,816 7,353,485 206,900 0 206,900 0 0 0

（分母比） 227 6 207 62 46 1 1

充当可能財源等
（単位：千円）

うち都市計画税

5,381,845 4,836,730 4,135,425 51,636,309

（分母比） 34 30 26 323

549 387 162

124 24 10019,881,614 3,894,661 15,986,953

将来負担比率　（％）

162.2

標準財政規模　Ｃ 算入公債費等の額　Ｄ Ｃ　－　Ｄ

将来負担額　A 充当可能財源等　Ｂ

61,854,884 25,938,594

組合等
負担等見込額

充当可能基金
充当可能
特定歳入

基準財政需要額
算入見込額

Ａ　－　Ｂ

87,793,478

長野県伊那市

退職手当
負担見込額

設立法人の
負債額等

負担見込額

連結実質
赤字額

組合等連結実質
赤字額負担見込額地方債の現在高

債務負担行為に
基づく支出予定額

公営企業債等
繰入見込額

―

総括表④　将来負担比率の状況 （平成21年度決算）

―

＝ ＝



将来負担比率の内容 

 

（１）将来負担額 

 

① 地方債現在高  36,289,235千円 

一般会計等の平成 22年３月 31日現在の地方債現在高 

 

② 債務負担行為に基づく支出予定額  980,059千円 

ア 土地開発公社買収依頼土地買戻しにかかるもの  252,643千円 

  イ 農道開設、農道舗装等借入れ償還補助      371,919千円 

ウ 上伊那福祉協会老人ホーム・大萱の里償還負担金 344,439千円 

 

③ 公営企業債等繰入見込額  33,120,983千円 

公営企業の地方債残高のうち、一般会計が繰り入れる見込みの金額 

  ア 水道事業会計      305,712千円 

イ 下水道事業会計  31,713,106千円 

ウ 簡易水道事業会計   990,352千円 

 

④ 組合等負担等見込額  9,842,816千円 

広域連合、一部事務組合の地方債残高のうち、一般会計が繰り入れる見

込の金額 

  ア 上伊那広域連合          768,242千円 

イ 伊那中央行政組合        8,683,237千円 

ウ 伊那消防組合            16,239千円 

エ 長野県上伊那広域水道用水企業団  364,758千円 

 

⑤ 退職手当負担見込額  7,353,485千円 

職員（一般職、特別職）が、一斉に退職した場合に支払うべき退職手当

の見込額（公営企業会計対象職員を除く。） 

  【対象職員】  特別職 5名  一般職 787名 

 

⑥ 設立法人の負債額等負担見込額 

ア 土地開発公社  206,900千円 

土地開発公社の負債総額（保有土地、借入金等）から、一般会計等が 

買い戻す土地の取得価額及び販売予定土地の取得価額又は時価評価額を

差し引いた金額 



 

（２）充当可能財源等 

 

① 充当可能基金  5,381,845千円 

  一般会計及び特別会計（企業会計を除く。）の基金残高 

 

② 充当可能特定歳入 4,836,730千円 

  都市計画税、住宅使用料など、地方債の償還等に充当すると見込まれる

金額 

 

③ 基準財政需要額算入見込額  51,636,309千円 

  公債費等の将来負担額のうち、普通交付税の算定において基準財政需要

額に算入されると見込まれる金額 


